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要旨 

 地震の活動状況を示す指標の一つである b 値の時空間変化を監視する機能を製作し、地震の規模

と b 値との関係について統計調査を行った。事例として、1997 年 10 月～2018 年 11 月の期間に太

平洋プレート境界付近及びフィリピン海プレート境界付近でそれぞれ発生した地震について、震源

付近における地震発生直前の b 値を算出し、各値の下で発生した地震の規模別頻度分布からあらた

めてｂ値を算出したところ、地震発生直前のｂ値との間に関連が見られた。これまで、ｂ値の変化

は当該領域で発生してきた地震の規模別頻度分布の変化の結果として理解されてきたが、本結果は

ｂ値の値が当該領域において次に発生する地震の規模の推測においても参考となる可能性を示唆

するものである。 

 

１．はじめに 

 地震活動の評価や解説において、今後の見通

しを精度良く予測することは一般的には困難

である 1）が、発生した地震や継続する地震活動

について地震学に照らし様々な角度から分析

し分かりやすく解説することは重要である。 

 この地震活動を評価・解説するための手がか

りとなる指標の一つにb値がある。このb値と

地震活動との関係性について、地震調査研究推

進本部（2016）は、過去の事例の中で余震活動

のb値が0.6未満となった4事例のうち3事例

が前震活動であったとする調査結果を報告し、

安定して算出されたb値が0.6未満の場合には

当該地震活動が前震活動である可能性を考慮

し、最初の地震と同程度又はそれ以上の規模の

地震発生に対する注意を呼びかけることが適

当であるとしている。このように、各地域で発

生する地震や継続する地震活動について、b 値

等の地震活動パラメータを適切に算出し、その

変化を把握することにより、これらの活動の分

析・解説が進むものと期待される。 

一方、ｂ値は特定の時空間内で発生した地震

の規模別頻度分布から算出するものであり、ｂ

値の値は時間や空間に係る各変数の影響を受

ける（各変数を適切に設定しなければ、地震活

動に伴うb値の変化を明瞭に捉えることができ

ないおそれがある）。また、続発する地震への

注意の呼びかけに資するためには、ｂ値の変化

を迅速かつ容易に把握するための環境が必要

になる。 

そこで本調査では、まず、地震活動に伴うｂ

値の変化を迅速かつ容易に把握するための機

能を製作し、この機能から得られたb値のデー

タを用いて、b 値と地震活動との関連性につい

て考察した。 

 

２．データとb値の時空間分布図の作成 

作成する時空間分布図として、①根室沖から

房総沖にかけての領域において太平洋プレー

トと陸のプレートの境界で発生する地震、②関

東地方から九州地方にかけての太平洋沿岸に

おいてフィリピン海プレートと陸のプレート

の境界で発生する地震、③地殻内で発生する地

震を対象とした各図を作成することとした。ま

た、各図中のｂ値の算出に使用する地震として

1997 年 10 月～2018 年 11 月の期間の気象庁一

元化震源データから M≧2.0、深さ 0～100km の

地震を抽出し、さらに各図で注目する領域に応

じて、①沈み込む太平洋プレートの上部境界面

（その形状は、Kita et al.（2010）、Nakajima 

and Hasegawa（2006）、Nakajima et al.（2009）

による）から浅い側に10km以内、深い側に15km

以内の範囲で発生した地震、②フィリピン海プ

レートの上部境界面（Baba（2002）、Nakajima and 
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Hasegawa（2007）、Hirose et al.（2008）、弘

瀬ほか（2008）、Nakajima et al.（2009）によ

る）から浅い側に６km、深い側に６km以内の範

囲で発生した地震（ただし、日向灘の一部の領

域については、より深い場所にプレート境界で

発生したと考えられる低角逆断層型の地震が

分布していることから、当該領域の深さ 20km

～30km の範囲で発生した地震も含めた）、③主

に陸域の深さ０km～20km の範囲で発生した地

震（このほか、「平成30年北海道胆振東部地震」

の地震活動を含む）をそれぞれ抽出した。 

各図の時空間分解能としては、水平方向（緯

度・経度の各方向）に5分（概ね7～9km）間隔

で格子点を配置し、各格子点から半径30km（海

域）/15km（陸域）以内で発生した地震を各時

点から過去に遡って最大200個抽出し、これら

の地震の規模別頻度分布から当該格子点にお

ける特定時点でのb値として算出した。ｂ値の

具体的な算出方法としては、抽出した地震の規

模別頻度分布がG-R 式に従うものと仮定し、地

震の検知能力の下限を規模別頻度分布と理論

的なG-R 式との適合度合い（R 値）から推定す

る。R≧90 を満たす最小のマグニチュードを検

知力の下限マグニチュード Mc とし（R＜90 の

場合は当該格子点でb 値を推定しない）、Mc 以

上の地震を用いて，最尤法でb値を推定した（た

だし、Mc 以上の地震が50 個未満の場合もb 値

を推定しない）。2018 年 11 月 1日 00 時におけ

る①～③の各領域のb値の空間分布図を図１－

１、図２、図３に示す。また、図１の三陸沖中

部～福島県沖の海域について、2011 年 3 月 11

日に発生した東北地方太平洋沖地震の前後に

おけるｂ値の空間分布の時間変化を図１－２

に示す。Nanjo et al.（2012）は、図１－２に

示した海域のｂ値の変化について、東北地方太

平洋沖地震発生前に 10 年間の時間スケールで

ｂ値が低下傾向にあったこと、特に、震源域付

近の海域においては、直前の3月9日からの地

震活動に伴いｂ値が低下した事を明らかにし

たが、図１－２の赤枠の矩形内において、3 月

9日に発生したM7.3の地震の後、ｂ値が低い領

域が拡大している様子が見られる。 

一方、地殻内（図３）について見ると、ｂ値

が算出できていない領域（図中の空白領域）が

多く、現状の設定（計算に用いる地震の規模や

格子点からの範囲等のパラメータ）では地殻内

で発生する地震に関連したｂ値の変化を捉え

られないおそれがある。 

 

図１－１ ｂ値の空間分布図 

（太平洋プレート境界付近） 

 
図１－２ 東北地方太平洋沖地震の直前 

における図１－１領域ａ内のｂ値の時間変化 
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図２ b値の空間分布図 

（フィリピン海プレート境界付近） 

 

図３ b値の空間分布図（地殻内） 

b 値の空間分布図を作成するに当たっては、

特定期間に発生した地震（又は特定数の地震）

を領域全体から抽出し、それらの地震を用いて

格子点毎にｂ値を算出する手法が一般的であ

る。ｂ値の空間分布の時間変化を見る場合は、

期間（又は特定数の地震を集める時点）をずら

して同様の計算を繰り返す（図４上）。図４上

を見ると、この手法によれば格子点 x1,x2,x3

ともに期間１と期間２でｂ値の計算に用いる

地震が異なるため、Ｔ1からＴ2にかけてｂ値が

変化する。しかしその原因は、Ｔ1からＴ2の間

に新たに地震が発生したことによるもの（格子

点 x1）、期間が変わることで過去に発生した地

震がｂ値の計算対象から外れたことによるも

の（格子点 x2）、又はその両方によるもの（格

子点x3）と様々である。特に日単位・時間単位

で期間を少しずつ変化させながら地震活動と

ｂ値との関連性を観察する観点では、図４上の

ケースにおいては格子点x1と格子点x3でのｂ

値の変化に注目したい。そこで本調査では、格

子点ごとにb値を安定して算出することが可能

な数（ここでは200個とした）を各時点から過

去に遡って抽出することとした（図４下）。こ

の手法では、図４下で示すとおり、Ｔ1 からＴ2

の期間に新たに地震が発生した格子点 x4 と格

子点 x6 のみでｂ値が変化し、当該期間中に地

震が発生していない格子点 x5 でｂ値は変化し

ない。 

 

 

図４ ｂ値空間分布図の時間変化計算手法 

 

３．b値と地震活動との関連性に係る解析結果 

 次に、プレート境界において、特定の場所に

おけるb値とその場所で発生する地震の規模と

の関係について調査した。太平洋プレート境界

付近については図１－１中に示した７つの海

域別に、フィリピン海プレートについては図２

に示した海域のそれぞれについて、当該海域で

発生した地震を、その震源付近における地震発

生直前のb値の値に基づき分類し、地震の規模

別に集計した（図５）。図５は、８つの海域の

それぞれについて、地震発生直前のｂ値（各図

の横軸）に基づき各海域内で発生した地震を規

模別に集計したものである。各領域の左図の縦

軸は地震数、右図の縦軸は各規模の地震が占め

る割合を表している。また、特定のｂ値の下で

発生した地震数が一定数（ここでは50とした）

に満たない範囲については精度が足りないと

判断し網掛けで表示した。 
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図５ 地震発生直前のｂ値別に見た 

各規模の地震が占める割合 

いずれの海域について見ても、地震発生直前

のｂ値が大きな場所では比較的規模が小さな

地震が多く発生し、逆にｂ値が小さな場所では

比較的規模が大きな地震が多く発生している

ことが分かる。右図に、地震発生直前のｂ値に

基づき、地震発生直前にその震源付近で過去に

発生した地震の規模別の割合の期待値を5本の

線で描画した。いずれの海域においても、発生

した地震の規模別の頻度分布は、概ね地震発生

直前のｂ値から想定される分布に従っている。 

集計の結果から得られた規模別頻度分布か

らあらためてｂ値を計算し、地震発生直前のｂ

値と比較した（図６）。 

 

図６ 地震発生直前のｂ値と集計した地震の集合 

からあらためて算出したｂ値との関係 

図６には図５で網掛けをした範囲で算出し

たｂ値は描画しなかった。いずれの海域につい

ても、あらためて算出したｂ値と地震発生直前

のｂ値の間には相関係数にして概ね0.7以上の

正の相関が見られた。 

 

４．考察 

 ｂ値は一般的にある領域における特定の期

間内で発生した地震の規模別頻度分布の特徴

を示す指標として理解されているが、プレート

境界付近の地震を事例とした本調査の結果は、

将来に発生する地震の規模の推定において参

考となる指標になることを示している。すなわ

ち、現時点でｂ値が小さな場所（又はｂ値が小

さくなった場所）においては、将来、比較的規

模の大きな地震が発生する割合が大きいと理

解できると考えられる。 
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５．今後の課題 

 b 値の時空間変化監視機能の製作において、

プレート境界付近について作成したｂ値の空

間分布の時間変化から、Nanjo et al.（2012）

が指摘した東北地方太平洋沖地震発生前のｂ

値の低下を確認することができた。一方で、陸

域の地殻内でも規模の大きな地震発生前にｂ

値の変化があった事例が報告されている（井筒

ほか（2016），Nanjo et al.（2017）など）が、

今回作成したｂ値の空間分布の時間変化から

は、それらに対応した明瞭は変化を確認するこ

とはできなかった。これらの過去の研究におけ

る観測手法を参考に、陸域の地殻内の地震活動

に伴うｂ値の変化が捉えられるように、適切な

変数の調整が必要である。 
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註 

1）余震発生確率に基づく予測や相似地震解析

に基づく中小規模の繰り返し地震の予測は

比較的精度の良い予測と言える。 
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